
改正内容①《「障害支援区分」への変更》 
★ 「障害の程度（重さ）」ではなく、標準的な支援の必要の度合を示す区分であることが分かりにくい。 

  
   名称変更 
 
改正内容②《知的障害・精神障害の特徴の反映》 
★ 知的障害・精神障害については、コンピューターによる一次判定で低く判定される傾向があり、専門家      
  の審査会による二次判定で引き上げられている割合が高く、その特性を反映できないのではないか。 
（平成２２年１０月から２３年９月までの状況を調査した結果、二次判定において、身体障害者：２０．３％、知的障害者：４３．６％、 
 精神障害者：４６．２％が一次判定より高く評価された。） 

 
   政府は、障害支援区分の認定が知的障害者及び精神障害者の特性に応じて適切に行われるよう、 
   区分の制定に当たっての適切な配慮その他の必要な措置を講ずるものとする。（附則第２条） 
 
改正内容③《今後の給付》 
★ ①障害児・者の社会的状況（介護者、居住の状況等）を考慮すべきとの指摘や、 
  ②総合福祉部会で提言された協議調整方式、支援ガイドラインについてどう考えるかとの課題もある。 
 
   「政府は、この法律の施行後３年を目途として、障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方に   
   ついて検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。」（附則第３条１項） 

○  「障害程度区分」を「障害支援区分」に改め、その定義を「障害者等の障害の多様な特性その他の心身の 
  状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すものとして厚生労働省令で定める区分」と 

   する。                                                       【平成２６年４月１日施行】   

障害支援区分への名称・定義の改正 
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